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近年，自転車は健康ブームの影響や交通渋滞の緩和，地球温暖化対策の観点から排気ガス等を排出しな

い環境負荷の無い交通手段として注目を集めている．こうした中，交通事故の観点から見ると，全国的に

自転車事故推移は減少傾向が見られている一方で，都内においては事故の多い傾向が続いており，誰もが

安全で安心して通行できる環境整備が課題となっている．そこで本研究では東京都世田谷区を対象に，街

づくりの面から自転車事故対策を講ずるという観点に基づき，土地利用等の市街地環境が自転車事故に与

える影響を調べるため，自転車事故率と地域特性との関係を分析した． 
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1.はじめに 

 

近年，自転車は健康ブームの影響や交通渋滞の緩和，

地球温暖化対策の観点から排気ガス等を排出しない環

境負荷の無い交通機関として注目を集めている．また，

東日本大震災によって大量の帰宅困難者が発生したこ

とも，自転車に対する関心を高めるきっかけとなった．

こうした中，交通事故の観点から見ると，図 1に示す

ように，全国的に自転車事故は減少傾向が見られるも

のの 1/5を占め，都内においては約 1/3と高い傾向が続

いている 1）．このような状況を受け，平成 20年に歩道

上の安全確保と自転車が関与する自動車事故の削減を

目的として道路交通法が改正され，自転車の歩道通行

可能要件が明確化された．また，平成 23年には警察庁

より「良好な自転車交通秩序の実現のための総合対策

の推進について」の通達が出され，自転車利用者のマ

ナー向上はもとより歩行者，自転車及び自動車がとも

に安全で安心して通行できる道路の利用環境整備が課

題となっている 2）．さらに，平成 27年 6月に改正され

た道路交通法により，自転車自身の取り締まりが強化

され，これまでの摘発・罰金の支払い等に加えて，

「信号無視」「ブレーキ不良自転車運転」「酒酔い運

転」等の 14項目の危険行為を定め，交通違反を繰り返

す自転車の運転者には安全講習の受講を義務付ける制

度が始まった 3）． 

 

図 1 交通事故全体に占める自転車事故の推移 

 

2.既往研究と本研究の目的 

 

自転車事故を対象とした既存研究は，a)自転車事故

データを用いた事故の分析に関する研究，b)自転車事

故と違反に関する研究及び c)自転車事故発生要因抽出

のための走行挙動分析に関する研究の 3種類に大別さ

れる 4）． 

a) 事故データを用いた事故の分析に関する研究 

本田は 5），東京都大田区蒲田署管内交通事故原票を

用いて自転車の走行実態と事故との関連性を分析し，

対自動車事故の起きた十字交差点においては，カーブ

ミラーや止まれ標識等の道路標識や路面表示の有無に

は関わらず事故が起きており，これらの標識等は出会
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い頭の事故の防止に大きな効果を出さないことを明ら

かにした． 

b) 自転車事故と違反に関する研究 

川瀬らは 6），交差点の事故データより横断歩道横断

時の事故率の高さに注目し，自転車の横断挙動調査に

基づき，信号現示別の横断者の違反率についての分析

を行った．その結果，交差点の横断歩道における歩行

者，自転車の違法な道路横断行為についての基礎的デ

ータを得た． 

c) 自転車事故発生要因抽出のための走行挙動分析に関

する研究 

吉田らは 7），自転車関連事故の主要な発生場所とし

て，路面標識や標識等の一旦停止に関する情報がない

一方通行規制の無信号交差点に着目し，これら視覚情

報が自転車の交差点進入の際の走行挙動に与える影響

を進入方向別に比較することで，情報効果の検証を行

った．その結果，自転車利用者が無信号交差点を安全

に通行するためには，利用者自らが適切に安全性を判

断できる交通情報及び規制情報提供の必要性を提起し

ている． 

一方，尾崎らは 8），住区内街路に生ずる交通事故は

件数も少なく，一般的に事故多発箇所のような場所は

発見されにくいが，市内をいくつかの地区に分けて眺

めてみれば，そこには相対的に事故の多い地区と少な

い地区が見られ，道路構造等のミクロ要因ではない地

区の都市構造上の位置づけや土地利用等のマクロ要因

が交通事故に影響を与えていると述べている．このよ

うな指摘もある中で，本研究では東京都世田谷区を対

象に，街づくりの面から自転車事故対策を講ずるとい

う観点に基づき，自転車事故データ及びGIS情報を用

いて，市街地環境が自転車事故に与える影響について

の知見を得ることを目的とする． 

 

3.自転車事故データの概要 

 

（1）世田谷区の自転車利用の現状 9） 

区民意識調査によると，自転車を「よく使う」38.0％，

「ときどき使う」18.8％と自転車は過半数の区民に利用

されているのが現状である．自転車を「よく使う」割

合が区平均以上の地域は高い順に，砧南部，砧北部，

玉川北部，北沢西部，世田谷西部，烏山の主に区西部

である．また，世田谷区における自転車による人の動

き（代表交通手段）をみると，地区内での移動や隣接

地区間との移動において自転車が利用されている． 

 

（2）世田谷区の自転車事故の現状 9） 

世田谷区内の交通事故件数は平成 17年以降減少してい

る．平成 21年の交通事故は 3615件発生し，負傷者

4040名，死者 12名である．区内の交通事故総数が減少

傾向にあるのに比べて，自転車乗車中の交通事故件数

は横ばいであり死者も出ている．自転車が当事者とな

る交通事故は，当事者別事故件数の 21%を占め，乗用

車の 41%に次いで多い． 

 

（3）分析に用いる事故データ 

 本研究では，警視庁が公表している「交通事故発生

マップ」を参考に，平成 25年中に世田谷区内において

発生した，小児用車等を除く自転車関与事故 887件の

中から負傷事故を調査対象とした．町丁ごとの自転車

事故率の算出する際，基準となる指標は自転車交通量

や自動車交通量，人口等が考えられる．しかし，地域

全域の正確な交通量を表すデータの入手が困難である

ことや，事故当事者は必ずしも対象地区に居住してい

るとは限らないことなどから，本研究では最も地域全

体の実態を反映できるものと考えられる道路延長を基

準とした 10）． 

なお，第 4章では地区全体の基盤整備状況と自転車

事故との関連性を分析しているため，北沢地域，世田

谷地域及び玉川地域を対象に面積を基準とした分析を

行った． 

 

4.街路網整備状況を考慮した分析 

 

（1）調査対象地域 

世田谷区を世田谷区道路整備方針の中で設定している

「幹線系道路」等で囲まれた 70のゾーンに分け，事故

発生箇所を表したものを図 2に示す．その際，5つの地

域に分けられる区内のうち市街化整備が概ね完了してい

る北沢地域，世田谷地域及び玉川地域を調査対象地域と

した．また，対象区域内を土地区画整理事業等の実施別

に分類した．なお，ここで用いた事故データは平成 25

年上半期に発生したものである． 

 

（2）分析方法と結果 

幹線道路上を除いた各ゾーンの 1㎢当たりの事故件数

を調査し，件数が多いゾーンにおける事故発生箇所の道

路幅員を世田谷区が公表しているデータを用い，集計し

た結果を図 3に示す．これより幅員が 4m以上 6m未満

であり，歩車が共存することになる地先道路が多く分布

している地区で事故が多発していることが分かる．また

基盤整備が遅れている幅員 4m未満の二項道路の多い地

区よりも，土地区画整理事業や耕地整理事業が実施され

ているゾーンで事故が多く起きている．事故発生箇所を

個々に見てみると，図 4より都市基盤整備事業実施済み

の地域で全体の半分の事故が発生していた． 
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区画整備組合(旧法)

区画整理組合(新法）

耕地整理地域  

図 2 自転車事故発生状況 

 

 

 

5.地域特性を考慮した分析 

 

（1）地域特性調査 

自転車事故と関連性が高いと予想される地域特性を

表 1のように町丁別に整理した．施設の有無について

は一般に自転車等が集まる可能性が高いと考えられる 

表 1 地域特性データ 

名称 詳細

目的変数 事故率（件/km）
平成25年中に発生した町丁別の道路延長当
たりの事故件数

施設の有無(ダミー変数)

施設位置から半径100m圏域に重複する町丁
を有りと判定．　保育園，幼稚園，中学校，高
校，大学，図書館，公園及び文化・スポーツ
関係施設，保健福祉関係施設，区民生活関
係施設，病院，スーパー，駐輪所，バス停

道路線密度（km/k㎡）
道路幅員が「4m未満」，「4m以上6m未満」，
「6m以上10m未満」，「10m以上」それぞれの
総延長が面積に対して占める密度

事業所密度（箇所/k㎡）
町丁面積当たりの事業所数（平成21年度経
済センサス）

従業者密度（人/ｋ㎡）
町丁面積当たりの従業者数（平成21年度経
済センサス）

説明変数

 

ものを選定した．三村は「施設の場合，その影響範囲は

当該施設が位置している自治区のみならず，その周辺に

まで及ぶものと想定されるため，施設を中心とする半径

100mの影響圏域を設定し，そこに重複する自治区を施

設有りと判定することとした」と述べており 10），本研

究においても範囲に入る町丁を施設有りと判定した．そ

の際世田谷区が公表している，公共施設の場所等が掲載

されているGISを活用した電子地図データベースである

「せたがや iMap」を用いた．道路は自転車事故が想定

されない高速道路等を除いた国道及び都道を対象とした． 

 

（2）地域特性と自転車事故率の関係 

地域特性と自転車事故率の関係について，自転車の事

故率を目的変数，施設の有無や道路線密度，事業所密度

や従業者密度といった地域の性格を表している項目を説

明変数とし，重回帰分析を行った．玉川地域，世田谷地

域，砧地域，烏山地域，北沢地域及び区全体における分

析結果を表 2に，また，有意となった説明変数をまとめ

たものを表 3に示す． 

a)区全体の分析結果 

自由度修正済み決定係数は全地域で 0.2844と精度は低

いが，事故率の増加に有意となった説明変数をみると，

「道路線密度（10m以上）」「従業者密度」「図書館」

であることがわかる．国道 246号線等の幹線道路が放射

状に走っている区内において，「道路線密度（10m以

上）」は自動車交通の集中を予想させるものであり，自

動車交通量の多さが自転車事故率の上昇に関係している

と考えられる．また従業者密度が相対的に高い地域を調

べたところ，商業業務用地において事故発生件数が多い

傾向が見られた．このような地域では従業員が集中する

だけでなく，商業施設の集客力も相まって人の多さが事

故率の上昇に関係していると考えられる． 

表 2 各地域の分析結果 

n 決定係数 自由度修正ずみ決定係数 ダーヴィンワトソン比 AIC

玉川地域 67 0.5437 0.4896 1.9929 13.7252

世田谷地域 59 0.4988 0.4617 1.9059 43.2069

砧地域 46 0.1998 0.1426 1.7212 41.6306

烏山地域 29 0.2315 0.2030 2.1726 20.9738

北沢地域 35 0.1036 0.0764 1.6266 37.9194

全地域 236 0.2844 0.2723 1.8133 174.3913  

図 3 事故多発地域における道路幅員の構成 

図 4 事故多発地域において土地区画整理事業等が

実施済みである地域で発生した事故の割合 
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表 3 有意となった説明変数 

説明変数名 偏回帰係数 標準偏回帰係数 Ｔ値 Ｐ値 判定

道路線密度(10m以上) 0.0425 0.4348 4.4397 0.0000 [**]

病院 -0.1779 -0.2311 -2.5688 0.0128 [* ]

従業者密度（人/ｋ㎡） 0.0000 0.3085 2.8688 0.0057 [**]

自転車駐輪所 -0.2097 -0.2898 -2.7284 0.0084 [**]

図書館 0.2083 0.2374 2.5602 0.0130 [* ]

定数項 0.4816 4.5562

事業所密度（箇所/k㎡） 0.0003 0.3543 2.8210 0.0067 [**]

自転車駐輪所 0.3186 0.3343 2.7122 0.0089 [**]

道路線密度(10m以上) 0.0495 0.2796 2.5570 0.0134 [* ]

バス停 -0.3051 -0.2668 -2.4676 0.0168 [* ]

定数項 0.4324 3.6879

幼稚園 -0.2725 -0.3486 -2.4745 0.0175 [* ]

公園、文化・スポーツ関係施設 -0.3655 -0.2982 -2.0573 0.0459 [* ]

定数項 0.5484 6.8048

自転車駐輪所 0.3846 0.4811 2.8517 0.0082 [**]

定数項 0.4309 6.0826

道路線密度(10m以上) 0.0524 0.4023 7.2475 0.0000 [**]

従業者密度（人/ｋ㎡） 0.0000 0.3063 5.5346 0.0000 [**]

図書館 0.1412 0.1385 2.4956 0.0133 [* ]

定数項 0.2725 6.3556

玉川地域

世田谷地域

砧地域

烏山地域

全地域

 

**：1%有意，*：5%有意 

 

表 4 区内の代表的な幹線道路における事故率 

車道幅員（m） 歩道幅員（m）

環七通り 環状線 28.5 5.8 5.9 20 3.4

環八通り 環状線 23.0 4.0 9.0 49 5.4

玉川通り 放射状 30.8 4.3 7.1 64 9.0

世田谷通り 放射状 11.1 3.5 7.7 52 6.8

目黒通り 放射状 15.6 4.2 2.6 6 2.3

事故件数事故率（件/km） 幹線×生活（％）
*

65

29

33

44

50

名称 道路形状
道路構成

距離（km）

 

*：幹線道路と生活道路との交差部で発生した事故割合 

 

b)各地域の分析結果 

玉川地域において「自転車駐輪場」は事故率の減少

に有意であった一方，世田谷地域及び烏山地域では事

故率の増加に有意という結果が得られたが，この 2つ

の地域で結果に差異が生じた要因としては，駐輪場の

立地場所が影響していると考えられる．玉川地域に存

在する多くの駐輪場は住宅街に隣接する生活道路に面

しているのに対し，世田谷地域においては国道 246号

線等の交通量の多い場所に立地しており，事故が発生

しやすい環境が事故率に影響を及ぼしていると考えら

れる．烏山地域の中でも，自転車駐輪場が密集してい

る千歳烏山駅周辺は商業地域であり，やはり人の多さ

が事故率の上昇に関係していると考えられる． 

 

（3）幹線道路上の自転車事故 

車道幅員 10m以上の幹線道路における事故率を算出

したものを表 4に示す．これより放射方向の幹線道路

で事故が多い傾向があり，警視庁によると都内におけ

る自転車事故当事者は 20代，30代及び 40代が全体の 5

割を占めており，現地調査及び警察官へのヒアリング

を考慮すると，事故当事者は学生や高齢者ではなく通

勤のために自転車を利用している年齢層であると考え

られる．また同じ環状線の環八通りより，事故率の低

い環七通りで，幹線道路と生活道路との交差部分での

事故発生割合が高いことも特徴的である． 

 

6.事故周辺環境を考慮した分析 

 

重回帰分析を用いた分析では，明確に自転車事故率と

地域特性の関係について精度の高い分析ができなかった

ので，詳細な分析を行うためにも事故発生箇所を個別に

調査する必要がある．交通事故と土地利用との関係を論

じている既存研究は，先にの述べた尾崎ら 8）の他に，

Srinivas S. Pulugurthaら 11）が低層及び高層住宅が混在して

いる混合的な土地利用が行われている地域において事故

が多いと述べている．そこで，相対的に事故率が高い町

丁の事故発生場所の土地利用状況を現在調査中である．  

 

7.まとめ 

  

本研究では市街地環境が自転車事故に与える影響につ

いての知見を得ることを目的とし，街路網整備状況及び

地域特性を考慮した分析を行った．その結果，都市基盤

整備の行われた良好な居住環境とされる地区の生活道路

で事故が多発していることが明らかになった．また，地

域特性を考慮した分析では，人や交通が集中している地

域で事故率が高いという，当たり前の結果しか得られず，

明確に自転車事故率と地域特性の関係について分析でき

なかった．今後は事故箇所を個別に調査し，分析結果を

GIS 情報に反映させ，事故情報を可視化する予定である． 
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